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林木育種事業 

 

 

１. はじめに 

 林木育種事業は林木の遺伝的特性を利用して、従来の林木の成長量増大および材質の改良に加

え、社会問題化している花粉症対策に有効な林木品種の開発などにより林木の形質改良を進める

ことを目的としており、あわせて林業生産性の向上および森林の持つ公益的機能の発揮をはじめ

とした、社会・経済情勢の変化に伴い、時代の要請に応えた各調査を実施する。 

 

２. 採種園の管理 

 

ス   ギ  精  英  樹     49 クローン（ギルティッヒ配列）1.80 ha 

ス   ギ  気象害抵抗性     46 クローン（ギルティッヒ配列）0.15 ha 

ヒ ノ キ  精  英  樹     22 クローン（ギルティッヒ配列）1.00 ha 

少花粉スギ              9 クローン          0.13 ha 

無花粉スギ              1 クローン 

マ ツ 類  精英樹、その他                   0.10 ha 

ス   ギ  精英樹 種子生産量   8 系統            0.56 ㎏ 

ヒ ノ キ  精英樹 種子生産量   1 系統            0.00 ㎏ 

 

３. 採穂園の育成管理・整枝剪定 

 

ス   ギ  精  英  樹     1,928 本  1.1 ha 

ス   ギ  気象害抵抗性      688 本  0.4 ha 

 

４. 人工交配による少花粉スギ種子生産（生産２年目、通算８年目） 
 

前年度人工交配による種子生産量        ９系統  846 g 

着花促進処理（２回６月中旬～７月中旬）    母樹数  147 本 

人工交配による結実促進処理（３月上旬～下旬） 母樹数  146 本 

 

5. 無花粉スギの創出 

富山県が開発する無花粉スギと本県精英樹との交配によるＦ１世代母樹相互の人工交配により

平成 30 年度に得られたＦ２世代のうち、令和３年度までに 46 個体において無花粉であることを

確認している。令和 6 年度には、令和 5 年度に実施した県内選抜精英樹のうち優良系統（吉野系

3 系統、宇陀系 2 系統、五条１系統)及び気象害抵抗性の優良２系統による富山県産無花粉スギと

の人工交配による優良Ｆ１種子 47ｇを得た。今後、これらを播種育苗した後、新たな優良無花粉

スギＦ２の創出を目指す。 

また、令和６年度には、県内選抜精英樹のうち優良系統（吉野系４系統、宇陀系４系統、五条

１系統)及び気象害抵抗性のうち優良２系統による富山県産無花粉スギとの優良Ｆ１作出人工交配

を実施した。 
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ミニチュア採種園造成事業 

 

 

１. 目的 

 「奈良県森林環境の維持向上及び県産材の利用促進に関する指針」において目標とする「災害

に強い森林」「持続的に森林資源を供給する森林」を実現するためには、再造林による伐採跡地

の適切な更新が不可欠である。 

 また、再造林においては、花粉症発生源対策や CO2 削減への寄与、育林の低コスト化を促進す

るため、成長に係る特性の優れた品種（特定苗木等）や少花粉品種への転換が求められる。 

 このため、従来の採種園よりコンパクトで作業の効率・安全性に優れ、早期に良質な種子の供

給が可能となる次世代型の採種園である「ミニチュア採種園」を森林技術センター内に造成し、

育種種子の近い将来の安定供給について準備する。 

 

２. 母樹の植栽  

ス  ギ 少 花 粉  ９クローン 令和３･４年３月 196 本（９型 49 本４ブロック）定植 

ス  ギ 特定母樹 １２クローン 令和 6 年 12 月 300 本(9 型 100 本 3 ブロック)定植 

ヒ ノ キ 少 花 粉 １３クローン 令和 6 年 3 月 108 本(9 型 54 本２ブロック)定植 

ヒ ノ キ 少 花 粉 １３クローン 令和 7 年 3 月 108 本(9 型 54 本２ブロック)定植 

ヒ ノ キ 特定母樹 １５クローン 令和 6 年 3 月 108 本(9 型 54 本２ブロック)定植 

ヒ ノ キ 特定母樹 １５クローン 令和 7 年 3 月 108 本(9 型 54 本２ブロック)定植 
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林業普及指導事業 

 

 

１. 目的 

 県産材の需要拡大と安定的に供給できる体制の整備を図り、木材生産と県産材の利用促進を図

るため森林所有者、林業事業体、製材業者等に対し技術指導、情報提供を行う。 

 森林技術センターには各分野ごとに、高度な知識・技術を有する林業普及指導員が配置され、

県全域を対象として高度な普及指導をおこなっている。 

 

２. 技術指導 

①高度な森林施業・生産技術等の普及指導  

 コンテナ（マルチキャビティ・Ｍスター）による苗木生産技術（スギ・ヒノキ・広葉樹）、強

度間伐・良質材生産等の造林技術、架線あるいは奈良型作業道を使った効率的な木材搬出技術、

ドローンを用いた森林調査、きのこ・山菜・木炭等の特用林産生産技術、里山林整備技術。  

②野生鳥獣害、森林病虫害等の防除指導  

 ニホンジカおよびツキノワグマ剥皮被害防止、カシノナガキクイムシ、クビアカツヤカミキリ

等の被害防止 

③木材乾燥の普及指導  

 製材業等を対象に、必要に応じて現地指導(５件)および実証実験を行いながら、木材乾燥技術

について普及指導を行った。スギ製材およびヒノキ製材を人工乾燥している工場では、乾燥温度

と乾燥時間と材色との関係について指導した。また、乾燥時に発生する桟木痕の現場での対策や

実態について調査し、桟木痕が生じにくい桟木形状を提案、普及に努めた。 

④木材強度・集成材の普及指導  

 製材業、集成材製造業等の木材関連業者を対象に、現地指導(８件)を含め、木材の加工方法、

木材の強度、集成材の製造方法および接着技術について普及指導を行った。製材業においては、

強度性能の検査を行うためのグレーディングマシーンについての指導を行った。また、大径材か

ら採材した 2×4 材の強度について検証実験を行うことにより、データの蓄積、普及に努めた。さ

らに、集成材について、たわみ振動法によるヤング係数測定について相談があり、技術支援およ

び技術指導を行った。 

⑤木材保存・化学処理技術の普及指導  

 県内の木材関連業者を対象に、必要に応じて現地指導(２件)および実証実験を行いながら、防

腐、防カビ、調色・染色処理、木材抽出成分の利用、不燃、化学薬剤含浸処理、シロアリその他

木材害虫の防除、その他木材の物理・化学的処理方法等について普及指導を行った。 

 

３. 林業普及指導員の知識と技術の習得  

 資質の向上を図り、時代の要請にあった林業普及指導を推進するため先進技術の情報収集を実

施したり、各種研修会やシンポジウム等に林業普及指導員を派遣した。 
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林業後継者育成事業 

 

 

１. 目的 

 林業及び森林に関する知識と技術の普及指導、全国の林業に関する普及情報の収集・提供並び

に自主的な林業活動の促進・支援により、林業後継者の育成確保を図る。 

 

２. 普及職員資質向上事業 

  林業普及指導員の実践的な経営指導能力などの強化を図るためにチェンソー安全取扱研修、コ

ンテナ苗による林業種苗生産、持続可能な森林経営に関する専門研修を行った。  

 

 

 

森林環境教育推進事業 

 

１. 目的 

 森林環境税を財源として、県民の理解と協力の下に森林を環境資源としてとらえ、すべての県

民で守り育てる意識の醸成を図るため、青少年を始め一般県民に対する環境保全意識の啓発等幅

広く森林環境教育の推進を行う。 

 

２. 森林環境教育指導者養成セミナーの講師 

 団体の指導者、森林ボランティアリーダー、一般県民等を対象として、森林環境教育の指導者

養成を行った。 

 

３. 人材・フィールドバンク支援事業 

  森林林業体験学習に必要となる作業用具や資材等の貸し出しを行った。（24 件） 
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緊急森林被害対策事業（森林環境課） 

ナラ枯れ被害を対象に実施しているヘリコプター調査の結果(令和５年度分)を用いて、被害発

生地の位置図を作成中。 

 

 

酸性雨モニタリング調査（水・大気環境課） 

 酸性雨が森林生態系へ与える影響を早期に把握することを目的として、吉野熊野国立公園内に

おいて森林モニタリング（森林総合調査、樹木衰退度調査）を実施した。 

 

 

森林被害状況等調査事業（農業水産振興課） 

１．農業集落、林業集落を対象に野生鳥獣の出没状況、被害状況等に関するアンケート調査を実

 施した。 

２．各種鳥獣の捕獲調査、出猟カレンダー等のとりまとめを行った。  

 

 

堅果類豊凶調査（農業水産振興課） 

 ツキノワグマの出没を予測するため、ブナ科堅果類の結実状況について調査を実施した。  

 

 

獣害等モニタリング調査（農業水産振興課） 

 ニホンジカ、ツキノワグマ及びイノシシのモニタリング調査等の技術指導・支援を実施した。 

 

 

スイス型林業施業地の継続調査事業 

 スギ・ヒノキ人工林を恒続林へと誘導する技術についての知見を得ることを目的として、平成 

29 年にスイス人フォレスターによって設定されたスイス型林業施業地において調査を実施した。  
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受託・共同研究推進事業 

 

 

１. 目的 

 森林技術センターが国、独立行政法人、地方公共団体、公益法人、大学もしくは公設試験研究

機関、または林業・林産業界の団体もしくは企業等と受託研究、共同研究および受託調査を実施

し、産業界の振興に寄与することを目的とする。 

 

２. 受託研究事業 

 企業及び公益法人から研究を委託されて実施する研究事業。 

課 題 名 概         要 担当者 研究期間 委託元 

カメラトラッ

プ法（REST

モデル）によ

るニホンジカ

生息密度推定 

 奈良県内に調査地を複数設定し、糞塊法とカメラ

トラップ法の両方を実施する。階層ベイズモデルで

推定された生息密度によりカメラトラップ法（REST

モデル）で推定された生息密度を評価し、カメラト

ラップ法（REST モデル）の技術的な信頼性を高め

ることを目的とする。 

青 山 

若 山 

 

R6～ (公財) 

北村森林 

保護財団 

   ほか 合計８件 

 

 

 

 

 

３. 共同研究事業 

 森林技術センターが他機関と連携して実施する研究事業。  

課 題 名 概         要 担当者 研究期間 共同研究機関 

半炭化処理木

質舗装材の高

度利用技術開

発 

 半炭化処理による木質舗装材の試験施工後におけ

る劣化状況評価、施工コスト精査、及び製品の商業

的価値を評価し、地域における半炭化処理木質舗装

材の普及を目指す。 

増 田 

大久保 

H30～ （国研） 

森林総合 

研究所 

など 

保存処理木材

の耐久性調査

試験 

 当センター明日香実験林において、杭試験及びダ

ブルレイヤー試験により、保存処理木材の耐久性を

調査する。 

増 田 

大久保 

H23～ 日本木材防 

腐工業組合 

合計 2 件 
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施業提案体制整備事業  

 

 

１. 目的  

 森林所有者の生産意欲低下等のため木材生産が行われていない森林において、県職員の主導により

施業可能林分の掘り起こしを行い、森林所有者と意欲ある素材生産業者とのマッチングを図ること、

森林組合や素材生産業者等の林業事業体が実施する提案型集約化施業への指導等を強化することで素

材生産量の拡大を図る。 

 

２. 施業提案団地での木材生産 

 令和６年度は、３市町村７団地で搬出間伐を実施し､3,861 ㎥の木材生産を行った。 

 それらの団地での施業実施結果については、収支分析や作業工程・作業効率の分析を行い、施業を

実施した事業体にフィードバックすると共に、今後の普及指導に活用する。 
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県営林造成事業 

 

 

１. 目的  

 県有林、県行造林、水源 100 年の森分収育林、全国植樹祭記念分収造林、林業基金分収造林の県営

林について適正な森林整備により就労の場を確保しつつ公益的機能の維持増進を図り､健全な森林の造

成を目指す。 

 また、県有林及び県行造林については公益的機能の高度発揮及び将来の伐採収入の確保のため長伐

期化を推進し、より価値の高い財産の形成を図る。 

 

2. 県営林管理 

 県有林管理人による現場巡視、県営林及びその他県営林関係財産の維持管理、県行造林及び各分収

林の契約者との契約関連事務等を行う。 

 

3. 県営林造成 

 県営林の維持造成のため、各種施業を実施するもの。令和６年度においては、林業基金分収造林地

において保育間伐及び枝打ちを実施した（下表）。 

 

 令和６年度県営林造成事業 

県営林の種類 経営区名 樹種 林齢 (年生) 作業種 実施面積（ｈａ） 

林業基金 

分収造林 

上谷(上北山村） スギ・ヒノキ ３６ 保育間伐 ５．１８ 

武木（川上村） スギ・ヒノキ  ３０～３３ 保育間伐 ２．２９ 

忠山（十津川村） ヒノキ ２７～３１ 保育間伐 １２．０７ 

庵ノ谷（上北山村） スギ・ヒノキ ２８ 保育間伐 １．２３ 

大梶山（下北山村） スギ・ヒノキ ２５ 保育間伐 ２．５３ 

小谷山（下北山村） スギ・ヒノキ ２４ 保育間伐 ２．４１ 

川が町（十津川村） スギ・ヒノキ ４０ 保育間伐 ６．１１ 
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森林経営管理制度推進事業 

 

 

１. 事業目的  

 令和元年度より新たに導入された森林経営管理制度に基づき、市町村が主体的に経営管理等を

行うことになる森林について、そのゾーニングや経営管理権集積計画の作成、意欲と能力のある

林業経営者への経営管理権の再委託や市町村自ら行う施業の実施等に関して、市町村への助言や

指導等を行い制度の円滑な導入・推進を図る。 

 

2. 事業内容 

 森林経営管理制度に取り組む市町村に対し助言、指導を行う。  

 令和６年度は以下の事項について助言、指導等を行った。 

・森林所有者への意向調査、境界の明確化、経営管理権集積計画の作成等について助言、指導。 

・森林環境譲与税の使途について助言。 

・市町村職員を対象とした森林経営管理制度研修会の開催。 

・他府県の取り組み状況等に関する情報収集を行い、市町村へ情報提供の実施。 


